
第2回CHRO Summit開催報告
～日本企業における今後のWell-beingの発展を考える～

1

サマリ～日本企業における「Well-being」の重要性～

CHRO Summitでのご参加者のご意見

健康経営、ワークライフバランスなどと
いう言葉に代表されるように、昨今従業
員の「Well-being」についての関心がます
ます高まっています。
実際のデータでも企業におけるWell-
beingの重要性は示されており、Well-
beingが社員の幸福度だけでなく、生産
性や創造性*¹、離職率*²や欠勤率*³、
ひいては企業の時価総額まで影響するこ
とが分かってきています*⁴。また、人的資
本情報開示の国際規格である
ISO30414にもWell-being関連の指標が
組み込まれ、市場や投資家の目線から
もWell-beingの可視化・充足が求められ
ています。

しかし日本市場においては、労働者の
幸福度、つまりWell-beingがグローバルと
比較して低い状態です。従業員のWell-
beingと生産性は相関関係にあるとする
研究論文も多数発表されており、実際
に日本においては労働生産性が低く*⁵、
従業員の”熱意“もグローバルに比較して
低い水準に留まっています*⁶。

日本企業の経営者や人事担当者は
Well-beingの重要性を認識してはいるも
のの、数多ある経営アジェンダの中では
短期的な事業の拡大・成長に関する施
策に比べて優先度が低くなりがちで、十
分に施策を実施できているとは言えない
状況です*⁷。

デロイト トーマツ グループでは、この
Well-beingの重要性をまずは個社の中
で十分浸透させ、更にそこから日本市場
全体に意識を広げていくことで、日本企
業におけるWell-beingを実現し、また、日
本企業の持続的な成長が可能になるの
ではないかと考えています。そこで、第2回
CHRO Summitでは、このWell-beingの状
況について企業横断で情報共有を行う
とともに、今後、企業横断でどのようなイ
ノベーションを起こせる可能があるか？に
ついて議論を行いました。

各社での現在の取り組み状況に関し
て、「支援的な労働環境」を整えるため
の健康経営・DEI促進・働きやすさ向上
といった狭義のWell-being施策は、多か
れ少なかれほぼ全ての参加企業で行わ
れているものの、働きがい向上や自立促
進といった広義の施策については、その
実施状況にばらつきがありました。

ただし、企業の成長に必要なイノベーショ
ンの創造や自立的な人材の育成の為に
は、今後広義の施策を打ち出していくこ
とも重要だという認識はほぼすべて参加
者間で共有されました。そしてその推進に
おいては、誰に・どのように語り掛けるかと
いう”ストーリー”が重要であり、例えば、現
状目の前の経済的な成長のための課題
が手一杯ある状態でも、企業の社会的

使命や人材の成長、健康・安全のため
のWell-beingというストーリーで語ること
ができれば、経営側からも従業員側から
も、もっと受け入れられやすくなるので
は？ という意見も挙がりました。

では、実際に企業間ではどのような連
携が可能か？に対しては、第1回CHRO 
Summitで言及された人材エコシステムの
構築や相互協力での効果的なWell-
being施策の策定の2つの案が挙げられ
ました。前者では従業員のキャリアの選
択肢を広げつつ、地域・社会のWell-
beingを高めることができる、また、後者
では各企業がこれまでに積み上げてきて
いるノウハウを共有・比較しあうことで更な
る進化の可能性があると示唆されました
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